



















































































































































































































人口規模 ８７万人 １１万人 ７２万人 ６２万人 １３万人 ３３万人
































































































































































































































要 望 が あ
り，２０１５年 度
から９か国語
で作成・配布
の予定
災害時要援護
者（当事者）へ
の訪問しての
ヒアリングを
実施
当事者団体と
の打合せの機
会をもってい
る
対応にあたっ
ての課題
対応の標準化
が必要，区（１
つの自治体）単
位での防災情
報提供の限界
（市民の活動範
囲などに応じ
ての広域化が
必要）
きめ細やかな
対応はこれか
ら（業者委託
のための費用
の問題など），
防災に関して
国や都，関係
団体がいろい
ろ行ってくる
が錯綜して整
理できにくい
ので一元化し
てほしい（基
本となるベー
スの提示）
どの自治体に
も共通するよ
うなベースと
なる防災情報
については国
などがフォー
マットを作成
して自治体に
無償配布して
ほしい
対応の標準化
が進まないと
他自治体には
なかなか広ま
らないだろう。
また，市民の
力が不可欠
媒体が増える
と時間と経費
がかかる（業
者委託のため），
対応のための
標準マニュア
ルのようなも
のがほしい
障がい者にど
のような対応
が必要か当事
者のニーズも
含めて把握で
きていない，
対応を容易に
するために国
などが標準的
なフォーマッ
トを作成して
ほしい
表１ インタビュー調査の結果概要
※表中の空欄は，未実施または未回答
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「実施中の対応の担い手」は，担当部署が所管しつつも，実際のアクセ
シビリティ対応（外国語への翻訳，ピクトグラムの挿入など）は業者に委
託して行っているところが３自治体（B市，E市，F市），市民や他部署
との協働・連携で行っているところが４自治体（A区，C市，D市，F市）
であった。情報交換なども含めて「他部署との連携・協力」をしている自
治体は E市を除く５自治体にのぼった。
「対応にあたっての課題」として，業者に委託している自治体では費用
（経費）の問題を挙げている。また，「市民の力が不可欠」という意見や市
民の活動範囲が広域化するなかで１つの自治体単位での防災情報提供には
限界もあるのではないかという指摘もあった。さらに，「対応の標準化が
必要」「基本となるベースの提示」「どの自治体にも共通するようなベース
となる防災情報については国などがフォーマットを作成して自治体に無償
配布してほしい」「対応の標準化が進まないと他自治体にはなかなか広ま
らないだろう」「対応のための標準マニュアルのようなものがほしい」「対
応を容易にできるようにするために国などが標準フォーマットを作成して
ほしい」という，いわば対応の標準づくりを求める意見が６自治体すべて
から出された。この点は，アクセシビリティ対応をまだ実施していない自
治体にとっても，当然，大きな課題となっているものと考えられる。
４．研究の考察と提案：多様な人々がアクセスできる防災情報
提供のモデル
すでに述べた質問紙調査の結果では，アクセシビリティの対応状況につ
いて紹介した。媒体・方法を問わず，防災情報のアクセシビリティ対応を
１つでも実施している自治体は５６．６％であったが，言い換えれば，４割以
上の自治体ではまだ何も対応していないことになる。こうした未対応の自
治体の大半は町村といった小規模自治体であり，業者に委託する費用の捻
出が難しい，対応できる職員がいないなどを課題として挙げる自治体が多
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かった。しかし，インタビュー調査の結果から明らかなように，必ずしも
業者に委託しなくても，市民との協働や他部署との連携によって対応する
ことが可能である。すべてを役所のなかだけで担おうと考えるから進まな
いのである。インタビューの際に C市の担当者が「防災は役所と市民が
一緒になって取り組むもの」と話していたが，重要な視点である。なお，
A区の担当者が指摘していた広域化も有効な視点だと思われる。特に，小
規模自治体の場合，近隣の自治体と共同して防災情報提供の広域化を図り，
同時にアクセシビリティの対応に取り組むのも一案だろう。
加えて，インタビュー調査では，６自治体の担当者がそろって標準づく
りの必要性を挙げていた。実は，すでに参考になる仕組みが存在する。一
般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）では，英語，中国語，韓国・朝鮮
語，ポルトガル語，スペイン語，タガログ語の６か国語で防災情報を多言
語化できる支援ツールを自治体向けに無償で公開している（図９）１２）。各
自治体では，これを利用することで防災情報の外国語版を作成することが，
図９ 一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）の提供する「災害時多言語情
報作成ツール」
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一から作成するのに比べて容易になる。インタビュー調査に応じてくれた
D市と F市ではすでに利用していた。
今のところ，障がい者や高齢者への対応に関しては，CLAIRが公開し
ているような集約・標準化された支援ツールやフォーマットは存在しな
い１３）。どの自治体でも共通するような内容の防災情報（例えば，日頃から
の心構えや準備など）については，点字版，音声版，拡大文字版，アクセ
シブルなデジタル媒体などで容易に作成できるような集約・標準化された
支援ツールやフォーマットを国や研究機関などが開発し，すべての自治体
が無償で利用できるように公開していくことが必要であろう。
以上から，筆者らは，図１０に示すような多様な人々がアクセスできる防
災情報提供のモデルを提案する。調査結果で指摘された課題とすでに取り
組まれている事例をふまえて“標準化”と“市民との協働や他部署との連
携”を両輪としたモデルとなっている。
しかし，図１０のモデルを実現するには，両輪のうちの１つである“標準
化”，すなわち支援ツールやフォーマットの開発・公開が急がれる。筆者
らも，支援ツールやフォーマットのパイロット版の開発に向けて，引き続
き研究を進めていきたい。
【付記】
ご多忙のところ本調査にご協力いただいた各自治体の担当者のみなさま
図１０ 多様な人々がアクセスできる防災情報提供のモデル
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には改めて感謝申し上げます。
また，本研究は，公益財団法人小田急財団２０１３年度研究助成（研究テー
マ：多様な人々がアクセス可能な防災情報提供モデルの開発―首都圏の自
治体を対象とした実態調査をふまえて―）による研究成果の一部です。
注
１）野口武悟・成松一郎「被災障がい者の情報保障に果たす公共図書館の役割に関する
一考察―阪神・淡路大震災の被災当事者と公共図書館を対象とした調査から―」『第
６０回日本図書館情報学会研究大会発表要綱』，２０１２年，p．１０９―１１２．
２）野口武悟・成松一郎「東日本大震災の被災視覚障がい者に対する情報保障の実際と
課題」『生協総研賞・第１０回助成事業研究論文集』，２０１４年，p．８８―１０６．
３） 田中幹人・標葉隆馬・丸山紀一朗『災害弱者と情報弱者：３．１１後，何が見過ごさ
れたのか』筑摩書房，２０１２年，p．７０．
４）「合理的配慮」とは，「障害者の権利に関する条約」（日本政府は２０１４年２月に批准）
に規定された概念である。同条約では，第２条において「合理的配慮」を以下のよう
に定義している。すなわち，「障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び
基本的自由を享有し，又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調
整であって，特定の場合において必要とされるものであり，かつ，均衡を失した又は
過度の負担を課さないものをいう」。
５）「障害者の権利に関する条約」では，「障害者に対し，様々な種類の障害に相応し
た利用しやすい様式及び機器により，適時に，かつ，追加の費用を伴わず，一般公衆
向けの情報を提供すること」（第２１条）としている。
６） 本研究における首都圏の範囲は，「首都圏整備法」（昭和３１年法律第８３号）に定め
る首都圏の定義に基づいた。
７） 都県別の回収率は，東京都４８．４％，神奈川県４８．５％，埼玉県４７．６％，千葉県５３．７％，
茨城県５２．３％，栃木県４８．０％，群馬県４５．７％，山梨県６３．０％であった。
８） ピクトグラム（絵記号）とは，本文の意味理解を助けるために挿入されるもので
ある。日本工業規格（JIS）化されている。以下にその一例を示す。
９）音声版の例（近年主流の CD形態の DAISY（デジタル録音図書）版の「避難所一
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覧」）
 
１０）点字版の例（「災害時区民行動マニュアル［点字版］」）
１１）音声コード（SPコード）とは，厚生労働省や日本年金機構などで採用されている
２次元コードのことである。音声読上げ装置でこのコードを読み取らせると，紙に印
刷された文字と同じ内容を音声で読み上げる。QRコードに似ているが，SPコード
は QRコードよりも情報量を多く収納でき，音声できくことができる点で大きく異
なっている。
〈音声コード（SPコード）の例〉
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〈音声読上げ装置の例〉
１２）一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）では，各地や団体の取り組みを集約・標
準化する形で「災害時多言語情報作成ツール」（http://www.clair.or.jp/j/multiculture/
tagengo/tool.html）を２００５年に自治体向けに無償公開した。各自治体で個別に取り組
むよりも，共通部分は標準化したほうが効率的だと担当者は話していた（筆者らが自
治体国際化協会（CLAIR）担当者を対象に２０１５年２月６日に実施した追加のインタビュ
ー調査による）。
１３）ただし，各地の障がい者団体などでは，ツールを試作・公開する動きもある。例え
ば，社会福祉法人浦河べてるの家では，「べてるの家の防災プロジェクト２００８～助け
合いをキーワードにした障がい者と地域との防災対策づくり～」（http://urakawa−be-
thel.or.jp/bousai/HOME.html）の一環として，DAISY版の「避難マニュアル」を作
成している。また，日本 PIC研究会と知的障害・自閉症児者のための読書活動を進
める会では，災害情報に標準的に必要となるピクトグラム（絵記号）を集めた「災害
時のコミュニケーションボード」を東日本大震災後に作成している。こうした個別の
成果をまず集約することが必要である。
